
白山市告示第１４１号 

令和７年３月３１日 

白山市事業者用太陽光発電設備等重点対策加速化事業補助金交付

要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、太陽光発電設備（ソーラーカーポート及び建材一体型太

陽光発電設備を除く。以下同じ。）及び蓄電池（定置用のものに限り、再エ

ネ一体型屋外照明用蓄電池を除く。以下同じ。）（以下「太陽光発電設備等」

という。）の設置を推進することにより、エネルギー自給率及び使用効率の

向上を図り、もって地球温暖化の防止に資するため、太陽光発電設備等を設

置する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、白山

市補助金交付規則（平成１７年白山市規則第５２号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示で使用する用語の意義は、二酸化炭素排出抑制対策事業交付

金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和４年３月３０日環

政計発第２２０３３０１号。以下「国交付要綱」という。）、地域脱炭素移

行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０３

号。以下「国実施要領」という。）及び規則において使用する用語の意義の

例によるほか、次に定めるところによる。 

⑴ 需要家 補助金の交付の対象となる太陽光発電設備等（以下「補助対象

設備」という。）から発電された電気を使用する民間事業者であって、次

のいずれかに該当するものをいう。 

ア 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規定により

定められた白山市地域防災計画に基づき、災害時における災害の協力に

関し、本市と協定を締結している者（補助金の交付を申請する年度中に

締結する予定であるものを含む。）又は協定を締結している団体（補助

金の交付を申請する年度中に締結する予定であるものを含む。）に所属

する者 

イ 白山市災害時協力事業所（白山市災害時協力事業所登録制度実施要綱

（平成２４年白山市告示第１７８号）第４条第２項の規定による登録を



 

受けたもの又は補助金の交付を申請する年度中に登録を受ける予定のも

のをいう。） 

⑵ 自己所有 需要家が補助対象設備を買い取り、その所有者となることを

いう。 

⑶ ＰＰＡ 需要家の事業所等に需要家以外の民間事業者が太陽光発電設備

を当該民間事業者の費用により設置し、当該太陽光発電設備から発電され

た電力を当該需要家に供給し、供給した電力に応じた料金を当該需要家か

ら受け取る契約方式をいう。 

⑷ ファイナンスリース 需要家が賃借人であり、賃貸人が当該需要家の事

業所等に太陽光発電設備を当該賃貸人の費用により設置し、当該設備の取

得価格及び設置に係る諸経費をリース料として支払う契約をいう。 

 （補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号に掲げる設備の区

分に応じ、当該各号に定める者であって、市税の滞納がないものとする。 

⑴ 太陽光発電設備 市内に本社又は事業所を有する需要家（個人事業主に

あっては、市内に住所を有する者。以下この条おいて同じ。）で、事業所

等に自己所有の太陽光発電設備を設置するもの及び市内に本社又は事業所

を有する需要家の事業所等にＰＰＡ又はファイナンスリースにより太陽光

発電設備を設置する者 

⑵ 蓄電池 市内に本社又は事業所を有する需要家で、事業所等に自己所有

の蓄電池を設置する者 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 自家消費型の太陽光発電設備を設置する事業であって、次に掲げる要件

を全て満たすもの 

ア 国実施要領別紙２の２ア（ア）に定める交付要件を満たすこと。 

イ 整備する設備が、商用化され、導入実績があるものであり、中古設備

ではないこと。 

ウ 市内に設置されるものであること。 

エ 設置に関し、法令、条例等に適合していること。 



 

オ 太陽光発電設備の発電電力量等の計測器であって、自家消費率が分か

るものが設置されていること。 

⑵ 補助金の交付の対象となる太陽光発電設備のうち、自己所有によるもの

の附帯設備として、蓄電池を併せて設置する事業であって、国実施要領別

紙２の２（イ）に定める要件及び前号イからエまでに掲げる要件を全て満た

すもの 

 （補助対象費用） 

第５条 補助の対象となる費用は、補助事業に要する経費のうち、国実施要領

の別表第１に掲げられている費用（消費税及び地方消費税相当額を除く。）

とする。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定め

る額（１，０００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）と

とする。 

⑴ 太陽光発電設備 補助金の交付の対象となる太陽光発電設備を構成する

太陽電池モジュールのＪＩＳ等に基づく公称最大出力の合計値とパワーコ

ンディショナーの定格出力の合計値のいずれか低い値（単位はｋＷとし、

小数点以下の端数があるときはこれを切り捨てた値とする。）に１ｋＷ当

たり５０，０００円を乗じて得た額とし、１０，０００，０００円を上限

とする。 

⑵ 蓄電池 補助金の交付の対象となる蓄電池の価格（工事費を含む。）に

３分の１を乗じて得た額。ただし、価格を蓄電容量（単位はｋＷｈとし、単

電池の定格容量、単電池の公称電圧及び使用する単電池の数の積で算出さ

れる蓄電池部の値で、小数点第２位以下の端数があるときはこれを切り捨

てたものをいう。）で除した額の３分の１の額が４０，０００円を超える

ときは４０，０００円に蓄電池容量を乗じて得た額とし、２，０００，０００

円を上限とする。 

 （補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助対象設備の設置に着手する

前に、市長が別に定める申請書に、関係書類を添えて、市長に申請しなけれ



 

ばならない。 

２ 前項による交付申請の期間は、市長が毎会計年度定めるものとする。 

３ 市長は、前項の期間の終了後、申請のあった補助金の総額が予算に満たな

いときは、追加で申請を募ることができる。 

 （交付対象者の選考） 

第８条 前条第２項の期間において申請のあった補助金の総額が予算を超える

場合は、補助事業計画書に記載された太陽光発電設備の最大出力の値の小さ

いものから順に順位を付し、補助金の交付対象者を選考する。 

２ 前条第３項の規定による追加の募集における対象者は、申込の早い者から

順に順位を付し選考する。 

 （補助金の交付の条件） 

第９条 市長は、補助金の交付を決定する場合は、規則第５条第１項第１号か

ら第３号までに掲げる事項のほか、申請者に対し次に掲げる条件を付するも

のとする。 

⑴ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第

１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭

和３０年政令第２５５号）その他の法令及び関連通知並びに国交付要綱及

び国実施要領の定めに従うこと。 

⑵ 補助対象事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、

複数の事業者から見積を徴収するなどして最も低い金額を提示したものと

契約しなければならないこと。 

⑶ 市は、補助対象事業の完了によって補助事業者に相当の収益が生ずると

認められる場合には、補助金の交付の目的に反しない場合に限り、補助対

象事業の完了した会計年度の翌年度以降の会計年度において、補助金の全

部又は一部に相当する金額を補助事業者に納付させることができること。 

⑷ 補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）について、管理するための台帳を備え、補助対象事業の完

了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目

的に従って、その効率的運用を図らなければならないこと。 

⑸ 補助対象事業によりＪ－クレジット制度（経済産業省、環境省及び農林



 

水産省が運営する温室効果ガスの排出削減量及び吸収量をクレジットとし

て認証する制度をいう。）にクレジットとして登録可能な温室効果ガス排

出削減量を取得した場合、法定耐用年数を経過するまでの間、当該温室効

果ガス排出削減量について、Ｊ－クレジット制度への登録を行わないこと。 

⑹ 事業の完了後においても、温室効果ガス排出の削減に努めなければなら

ないこと。 

⑺ 補助事業により相当の収益が生じると市が認められることを理由に、補

助金の全部又は一部に相当する金額の納付を市から命じられた場合は、こ

れに従わなければならないこと。 

 （実績報告） 

第１０条 規則第１２条の実績報告は、補助事業の完了の日から１５日が経過

する日又は補助事業を実施した年度の１月３１日（当該日が日曜日、土曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

に該当する場合は、その前日）のいずれか早い日までに行わなければならな

い。 

 （補助金の額の再確定） 

第１１条 補助事業者は、規則第１３条の規定による補助金確定通知書の受領

の日から取得財産等の耐用年数が経過する日までの間において、補助金に関

して、違約金、返還金その他交付金に代わる収入があったこと等により補助

事業に要した経費を減額すべき事情がある場合は、市長に対し当該経費を減

額して作成した実績報告書を規則第１２条に準じて提出するものとする。 

２ 市長は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、規則第１３条に

準じて改めて補助金の額の確定を行うものとする。 

 （財産の処分の制限等） 

第１２条 この告示において、規則第１９条ただし書の補助金の交付の目的及

び耐用年数を考慮して市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

２ 補助事業者は、規則第１９条の規定により市長の承認を受けて、取得財産

等を処分した場合は、環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準

について（平成２０年５月１５日環境会発第０８０５１５００２号大臣官房



 

会計課長通知）第４の規定により算出した額を市に納付しなければならない。

この場合において、市長が定める期限内に納付がない場合は、未納に係る金

額に対して、その未納に係る日数に応じ、民法（明治２９年法律第８９号）

第４０４条第１項の規定による法定利率により計算した延滞金を併せて納付

しなければならない。 

 （関係書類の保存） 

第１３条 補助事業者は、交付金について経理を明らかにする帳簿を作成し、

事業終了年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項に規定する期間が経過した場合であっても、取得財産

等について前条第１項に規定する期間が経過するまでの間においては、財産

管理台帳その他関係書類を保存しなければならない。 

 （協力等） 

第１４条 市長は、補助事業者及び需要家に対し、次に掲げる事項を求めるこ

とができる。 

⑴ 補助対象事業の使用状況等に関するデータの提供 

⑵ その他本市の地球温暖化対策事業に係る協力 

 （適用除外） 

第１５条 市長は、この告示により補助金の交付を受けようとする者が、次の

いずれかに該当する場合は、補助金を交付しない。 

⑴ 補助対象設備の設置に関し、国、石川県又は本市の他の補助制度による

補助金その他これらに準ずるものの交付を受けている場合 

⑵ 補助対象設備に係る需要家が、過去にこの告示による補助金の交付の対

象となっている場合 

 （申請書等） 

第１６条 この告示の実施に必要な申請書等は、次のとおりとする。 

⑴ 規則第３条に規定する補助金交付申請書（規則様式第１号） 

⑵ 規則第５条に規定する補助事業計画変更等承認申請書（規則様式第２号） 

⑶ 規則第６条に規定する補助金交付決定通知書（規則様式第３号） 

⑷ 規則第１０条に規定する補助事業遂行状況報告書（規則様式第４号） 

⑸ 規則第１２条に規定する補助事業実績報告書（規則様式第５号） 



 

⑹ 規則第１３条に規定する補助金交付確定通知書（規則様式第６号） 

⑺ 規則第１５条に規定する補助金請求書（規則様式第７号） 

 （その他） 

第１７条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

   附 則（令和７年６月２７日告示第２１５号） 

 この告示は、公表の日から施行する。 


